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健全化判断比率審査及び資金不足比率審査に関する意見について

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

に基づき、令和２年度の健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎と

なる事項を記載した書類を審査したので、意見を付し送付します。



１ 監査等の種類

  健全化判断比率審査及び資金不足比率審査（玉名市監査委員監査基準に準 

拠している） 

２ 審査の対象 

  令和２年度決算（一般会計・特別会計）に基づく、健全化判断比率４指標 

及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類 

３ 審査の実施場所及び期間 

  玉名市監査委員事務局 

  令和３年８月４日から令和３年８月１２日まで 

４ 審査の着眼点 

  健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基準となる事項を記載した

書類が法令に適合し、かつ正確であるかどうかを主眼として審査した。 

５ 審査の実施内容 

  市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定

の基礎となる事項を記載した書類、決算書、その他関係書類が関係法令に基

づいて作成され、事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかを

検証するため、関係諸帳簿及び証拠書類を審査するとともに、必要に応じ関

係職員の説明を求めた。 

６ 審査の結果 

  審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、いずれも関係法令等に準拠して適正に作成されてお

り、計数も正確であると認められた。 
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令和２年度 健全化判断比率審査意見書

１ 審査の概要

この健全化判断比率審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として

実施した。

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

記

（単位：％）

※ 実質収支又は連結実質収支が黒字である場合「―」と表示し、参考値と

して黒字の比率を（△）で示す。

（１）個別意見

①  実質赤字比率について、令和２年度の実質収支は、黒字で実質赤字比率は

△４．６９％となっており、早期健全化基準の１２．５９％と比較すると、

これを下回り健全な状況である。

② 連結実質赤字比率について、令和２年度の連結実質収支は、黒字で連結実

質赤字比率は△２０．５５％となっており、早期健全化基準の１７．５９％

と比較すると、これを下回り健全な状況である。

③ 実質公債費比率について、令和２年度の実質公債費比率は８．５％となっ

ており、早期健全化基準の２５．０％と比較すると、これを下回り健全な状

況である。

④ 将来負担比率について、令和２年度の将来負担比率は１５．５％となって

おり、早期健全化基準の３５０．０％と比較すると、これを下回り健全な状

況である。

（３）是正改善を要する事項

   特に指摘すべき事項はない。

健全化判断比率 令和２年度 早期健全化基準 備  考

①実質赤字比率
― 

(△4.69)    12.59 

②連結実質赤字比率
      ― 

(△20.55) 
17.59 

③実質公債費比率 8.5  25.0  

④将来負担比率 15.5  350.0  
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令和２年度 水道事業会計資金不足比率審査意見書

１ 審査の概要

  この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼と

して実施した。

２ 審査の結果

（１）総合意見

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

                 記

（単位：％）

比率名 令和２年度 経営健全化基準 備  考

①資金不足比率
      ― 

(△165.1） 
20.0 

※ 資金不足額がない場合、「①資金不足比率（％）」は「―」で表示し、

参考値として資金剰余額の比率を（△）で示す。

（２）個別意見

  ① 資金不足比率について

    令和２年度決算審査意見書に記載した水道事業の財務の短期流動性を

表示する流動比率は２７２．０％となっている。

    したがって、実質的な資金不足比率は△１６５．１％と資金不足状態

にはなく、経営健全化基準の２０．０％と比較すると、健全な状態にあ

ると認められる。

（３）是正改善を要する事項

   特に指摘すべき事項はない。
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令和２年度 公共下水道事業会計資金不足比率審査意見書

１ 審査の概要

  この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼と

して実施した。

２ 審査の結果

（１）総合意見

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

                 記

（単位：％）

比率名 令和２年度 経営健全化基準 備  考

①資金不足比率
      ― 

(△150.9) 
 20.0 

※ 資金不足額がない場合、「①資金不足比率（％）」は「―」で表示し、

参考値として資金剰余額の比率を（△）で示す。

（２）個別意見

  ① 資金不足比率について

    令和２年度決算審査意見書に記載した公共下水道事業の財務の短期流

動性を表示する流動比率は１８８．５％となっている。

    したがって、実質的な資金不足比率は△１５０．９％と資金不足状態

にはなく、経営健全化基準の２０．０％と比較すると、健全な状態にあ

ると認められる。

（３）是正改善を要する事項

   特に指摘すべき事項はない。
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令和２年度 農業集落排水事業会計資金不足比率審査意見書

１ 審査の概要

  この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼と

して実施した。

２ 審査の結果

（１）総合意見

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

                 記

（単位：％）

比率名 令和２年度 経営健全化基準 備  考

①資金不足比率
     ― 

(△101.3) 
20.0 

※ 資金不足額がない場合、「①資金不足比率（％）」は「―」で表示し、

参考値として資金剰余額の比率を（△）で示す。

（２）個別意見

  ① 資金不足比率について

    令和２年度決算審査意見書に記載した農業集落排水事業の財務の短期

流動性を表示する流動比率は５９．８％となっている。

    したがって、実質的な資金不足比率は△１０１．３％と資金不足状態

にはなく、経営健全化基準の２０．０％と比較すると、健全な状態にあ

ると認められる。

（３）是正改善を要する事項

   特に指摘すべき事項はない。
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令和２年度 浄化槽整備事業特別会計資金不足比率審査意見書

１ 審査の概要

  この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼と

して実施した。

２ 審査の結果

（１）総合意見

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。

                 記

（単位：％）

比率名 令和２年度 経営健全化基準 備  考

①資金不足比率
     ― 

（△39.6) 
20.0 

※ 資金不足額がない場合、「①資金不足比率（％）」は「―」で表示し、

参考値として資金剰余額の比率を（△）で示す。

（２）個別意見

  ① 資金不足比率について

令和２年度決算審査意見書に記載した浄化槽整備事業の実質収支は、

黒字である。

したがって、実質的な資金不足比率は△３９．６％と資金不足状態に

はなく、経営健全化基準の２０．０％と比較すると、健全な状態にある

と認められる。

（３）是正改善を要する事項

   特に指摘すべき事項はない。
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